
日本と違う 結婚・離婚・家族の法律



フィンランドってどんな国？

日本と親和性の高いフィンランド、対日感情もよく、フィンラ
ンド語での買い物や気候に慣れれば暮らしやすいこの国。

所得税が高いこともあり、夫婦共働きが基本。主婦という概念
がない。

小学校から大学まで学費は無料、学生は学業に専念できる為の
生活費や住宅費などを国が援助する。

個人主義が基本のこの国の法律は、個人を守る目的で作られて
おり、家庭に関する法律も個人の権利を担保する特徴がある。

年金、生活保護、扶養補助、個人（夫婦）に対して行われ、行
政が親や子など親類に助けを求めない。

高い離婚率があるのも、女性の経済的自立の背景が可能にして
いる。



結婚の法律

フィンランドの国教はプロテスタントルーテル派。
教会での挙式には片方（もしくは両方）が教会に属
していることが求められる。
教会に属していない者は市役所での民事婚で結婚。

（少なくとも一方が日本人である場合は日本大使館
への婚姻届提出が必要。その場合は日本から戸籍な
どの準備が必要）
結婚の前に、結婚に障害がないかを確認する期間（
１週間ほど）が必要。通知が来た日から婚姻が成立
。



結婚avioliitto

両性の合意で結婚が整う。

合意の上に経済的運命共同体になること。子を共同で育ててゆくこと
。

結婚の権利

1. 共通の苗字を使うことができる、

2. 財産の共有、

3. 夫婦間で生まれた子供の親権は夫婦二人に与えられる。

4. 基本的に全てのものを共有する権利。

5. 財産の共有に伴う遺産の相続（間に子供がいる場合は子供がほ
ぼ全てを相続することになる）

義務は、双方が家計を担うこと、家事育児に於いても両方で行うの
が一般的。結婚は互いに扶養の義務が発生する。



同棲、パートナーシップ avoliitto

 結婚と違うところ

1. 届出が必要ない、住まいを同じに登録した時から同棲が始まる。別れ
るに当たっても届出はいらない。苗字の共有ができない。

2. 基本的には財産共有の権利がない。例えば、結婚実績5年以上で共通
の子供がいる場合などは、認められるケースもある。

パートナーが社会保障として住宅手当などを受給して居る場合、同棲

人の収入によってその額が変化する、などの同一家系として見られる

ケースはある。

1. 同棲カップル間に生まれた子供の父親は自動的にならない。父親の届
出が必要。

2. 遺産相続の権利がない。（遺言があれば別）

3. 銀行ローンを組んで共通の家を持つ、等は届出をすれば可能。しかし
自動的に折半の原理が適用されないので購入時に詳細に決めておく必
要がある。



同性婚と養子縁組

2017年3月1日より、18歳以上の全ての成人が結婚の権利を有す
る、と法改正が整った。同性同士の結婚が合法化されたのは北欧
諸国の中で比較的遅い方。フィンランドのプロテスタント教会も
同性婚を認めているため、市役所での民事婚も教会での結婚も可
能。

同性婚において、その他の結婚と唯一違う点は、婚姻しているカ
ップルに子が授かった時、自動的に父親、母親に認定されない。
父性の推定、2番目の母の母性の届出などのために養子縁組が必
要。また、離婚に伴い子の養育費などに関して親が３人居る場合
などは調整がいる。



婚姻、婚外子の子供の権利、養育費

フィンランドでは婚姻、同棲でのパートナーとしての権利は異
なるが、子供の権利は同じ。

婚姻内で生まれた子供も、婚外で生まれた子供も同じ権利を有

する。

子供の親権は、親の権利、と理解するよりも子供の権利と理解
する方がわかりやすく、双方の親の元で、または双方の親の合
意の元で養育される権利である。

養育費は両親が等しく養育に関与している場合は発生せず、子
がどちらか一方と生計をともにして居る場合に主に発生する。

国から支給される子供手当は養育を担当するどちらかに振り込
まれる。（これの振込先でもめるケースあり）



遺産の相続 一般的ケース

配偶者が亡くなったときに夫婦共通の、又は配偶者が所有していた財産は残された
遺族が相続する。

 子供がいない場合

亡くなった配偶者の遺産を残された方が相続する権利がある。

→配偶者に共通でない子供がいる場合、子供と配偶者で折半。

 配偶者との共通の子供がいる場合

基本的に遺産は全て子供が相続する。これは夫婦の共通の財産の半分はすでに配偶
者が所有しているとみなされるので、亡くなった方の持分（つまり夫婦の財産の半
分）は子供が自動的に相続する。

 遺言、ラストウィルで、子供への遺産相続に、子供の配偶者は子供が親から相続
した財産を得る権利がない、と指定できる制度あり。離婚の多い昨今ではよく行
われる。



離婚のプロセス
離婚は片方の希望、または両方の合意で届け出ることができる。し
かし即日離婚はできない。裁判所は離婚の理由を問わない。

同居していた夫婦が離婚を申請する場合、

1. 離婚申請を行うと（ネット上でも提出可能）裁判所がそれを受
け取り、もう片方に離婚の申請が行われた事が書留郵便で届く
。

2. 書留郵便でもう片方に離婚の通知が入った日から数えて６ヶ月
間は熟考期間、６ヶ月後に両方、もしくは片方が離婚の意思を
改めて示して離婚が裁判所に受理される。

3. 熟考期間中、もしくは期間後に共通の財産についての合意、18
歳以下の子供の処遇などについての合意をする（夫婦間ででき
なかった場合は裁判所の判断を仰ぐことになる）

 2年以上別居していた夫婦が離婚を申請する場合

1. ６ヶ月を待たずして、相手に書留通知が届いた日に離婚成立。



離婚時の最大のポイント

異性問題で慰謝料が発生することはない。

フィンランドではもともと慰謝料の概念があまりなく。

暴力を受けた場合などのみ慰謝料が発生するが金額は少

ない。

片方が結婚生活が破綻していると判断し離婚を望めば一
人ででも離婚できる。

婚姻契約がなければ財産は基本的に折半に分ける。結婚
実績が5年以上の場合は確実。揉めるケースは契約もな
く結婚後すぐに離婚となるケース。

フィンランド人と結婚して永住資格（永住ヴィザ）を取
得した外国籍の人は、共通の子供がいるか、フィンラン
ドで仕事をしている実績がないとヴィザが剥奪される。



離婚と親権
離婚は一人でできるが、子供がいる場合、親権は二親が共通し
てもつ。子供は成人（18歳）まで養育される権利がある。

日本もハーグ条約加盟国であるため、もう片方の合意なくして
勝手に日本などへ子供を連れて行くことはできない。

子供には親に会う権利、親に養育してもらう権利があるため、
片親の判断でもう片方の親への面会や住むことを制限すること
はできない。

拗れた場合は裁判所の決定に従う。

多くのフィンランドのケースは、母親と父親の両方の家に２週
間づつ行き来する、など両親が離婚しても同量に子育てをして
いる。

バツイチ相手の結婚だと、半分は相手の子供を一緒に養育して
いくことになる。

その逆も然り。離婚したら、あなたのお子さんを離婚した相手
の新しいパートナーと共同で育てて行くことになる。



ハーグ条約とは

正式には「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約」で、

国境を越えた子どもの連れ去りによっておこるさまざまな悪影響から、
子どもの利益を守ることを目的とし，次の二つのことを定めている。

（１）子どもの返還：一方の親により，もう一方の親の同意を得ない
まま国外に連れ去られた子どもを，元々住んでいた国に返すための国
際協力の枠組み。（２）子どもとの面会交流：別々の国にいる親と子
の面会交流の機会を確保するための国際協力の枠組み。

 ハーグ条約が適用される条件は次のとおり。

①子どもの年齢が16歳未満②条約締約国間の移動③監護権の侵害



よくあるフィンランド再婚家庭の日常（全て仮名）

Hanna とMarkku再婚（Mira5歳、Risto2歳）出来た

父 Markku 40歳 1度目の結婚で娘二人
（Maria 16歳、Venni10歳）

母 Hanna 37歳 1度目の結婚で息子二人
（Kai13歳,Jukka 10歳)

ある月のスケジュール

第１週 Anna、Risto＋Kai, 

Jukka,（Markku出張）
第２週 Anna,Risto＋
Kai,Jukka＋Venni

第３週 Anna,Risto＋
Maria,Venni,（Hanna出張）
第４週 Anna, Risto（風邪）
＋Maria 、Venni(風邪）

合計６人の子供を育てる。２人の子供フルタイム
、４人の子供月の半分づつ、として、も常時４人
がいることになる。子供部屋数の確保が大切。
ホテルのチェックインシステムみたいに、あの子
が出て行ったからこの子が入ってくる、というス
ケジュール管理を離婚したパートナーと自分のパ
ートナーとやりくりする。
その間に出張や家庭の行事、病気や習い事の遠征
などイレギュラー事項も多発。
子供はスーツケースで自分の荷物とともに行った
り来たりする。
学校の忘れ物、着たい服をもう一方の親宅に忘れ
るなど日常茶飯事。



離婚の相談や助けが必要な時 一人で悩まないで！

 NGO団体 外国人女性専用 駆け込み寺

Crisis Center Monika（クライシスセンターモニカ）

精神的、身体的、経済的虐待や暴力を受けている、離婚の相談など、無料
相談（法律相談も可能）また、日本語で相談したい場合は、事前予約すれ
ば通訳を手配してつけてくれる。

緊急を要する場合 Shelter Mona（シェルターモナ）

同団体運営のシェルター。虐待や暴力被害を受けている女性を子供と共に
匿うシェルター。すぐに連絡し空きがあればその日から入居できる。

弁護士による電話法律相談 Mini Lex 0600 12 450

平日8時〜23時、土日９時〜23時 （料金2.95€/分＋市内通話料）

話を聞いてほしいとき、私でお役に立てるならご連絡ください。

安藤絵里子 salon.Eriko@gmail.com 又は0505113553 (テキストメッセ
ージ）

mailto:salon.Eriko@gmail.com


この国で結婚するということ

外国で結婚し、財産や子供を持つ、ということは、その国
の法律に従って生きて行くこと。

フィンランドの日本とは違う法律を予め知ってから移住す
ることはとても大切。

「思ってたのと違う！」と後悔しないためにも、この国を
よく知ってください。

そしてこうしたことをパートナーとしっかり話し合うこと
が重要。

信頼できるパートナーと幸せな人生を送ってください！


